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事 業 者 排 出 量 肖1 減 計 画 書 ぐ亘愛) ・変 更)

医療法人社団洛和会 理事長 矢 野一自

0 7 5   -  5 8

と 1 該当するDには レ印を配入してください.特定事業者以外で自主参加される部業者の21j レ 印の記烈汐不要です。

2 「基準年灼 とは計画期間の前年度を 「日額蜘 とは言「画期間の最終年度をいいま五

3 「車業所弩瑚地動 とは 京抑府内の可増切神つヨ韓活動つための工約レギーの側コに■い発生する剛 果ガスを、 f強遂中"り地区狗 と

は 自動辞運送班業者につしては殺月の本拠の位置を京抑付内とする章mみ排出するJul果 ガスを 鉄道4業者については保すする資物おコスは

旅客車mの排出する温ま効果ガスを、 「その地歩B動 とは 上記以外つ筑蜘付内における事業所事つ車業活動に伴い発生する剛 果ガスをい

V まヽ,

京都市山科区音羽八の坪51-4

8条第1項 (第18条第2項、第18条第3項)の規定により提出しま

特定事業者の

主たる業種

医療・介護機関

該当する事業
者要件

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以■l)

経賓譜兵賛欄 拶 盟 掃智鰈ノ 靭 ヰ 稲 続薔 罰 岳摘 そ干雪聖磐★賢渥握榛翼経費饗讐客早科品ヽ析音;  _
計 画 期 間 平成 1 8  年 4 月 平成  20 年 8 月

基 本 方 針 エネルギー夜加状況を通確に掌握し、エネルギー消費効率の改善。リサイクル推進による廃築物排出量の

削跳 全部門で前記2項を確実に推進することによりC02排 出量削減の方向性を確立する。

推 進 体 制
値し月削のエネルギー使用脱 期 を害握し、C02排 出騨 咳システムを雑察する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年度 設備、対象、工程等 計 画 内 容

18ヽ 19 病院部門 O照 明 空調スイツチ付近に 「節電」等の標識を貼り節電意識の向上に努める。

③高幼軸 インパーター照明、センサー設置を一部導入し、今後順次変郵つ計画をしている。

O空 調設備更新時には省エネ型機種の導入を計画している。

O医 療 介 授というサーtrス要素沖奮まれる舞私ですが 軸 工へのRrt教育による壼臨向上t軒 ウ 覇 I■にやさしい企疑セ酎宮します

O報 愚軸強大のあ、浄朋障についr慨 通し'りお戦 現在の田割以リメ母出とを増加させな↓まう夕助しま,

18～ 19 クリエック部門

]8～ 19 介護事業部門

温室効果ガス
の排出量等 り:出区分

基準年度 (笑積,
( 16  )年 度
r一絃ィu苑閑隆務(t))

日襟年度 (計回)

( 19  )年 度
磯 1 歩鱗鬱算 ( t ) )

胃J双澪
(計画)
く%)

A事 業所等排出区分 5,196 t 5144  t -1 0 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t

排出合計 1         5196t ,2               5,144  t -1 0  %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

等 C事 知口炭草趣曜庫   (t

森林の保全及び整備 餓 硼 噸 t

府内産の木材の利用 仰瞬鋤 mi 暇 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

∝ 倒 k■ll 暇 t

徴 賂 D 伸脚 t

グリーシ電力の購入 嚇 D kvh 館J〕誠a t

削減量等合計 t

差弓排出畳

鋼 t塙|―消u蕩岸Й寄=ぃ

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

t “DI。       51440  t 1 %
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当グルーチ病院部門は主要空諏設備更新時に省エネ型機種を導入し、ガス 電気洪約15%エ ネルギー削波しました。

主要設備にインパーター制御を導入し、モーターの回転制御を実施しています。

飲料容器は納入業者に確実に引き取ってもらつています。

使用済梱旬材は確実にリサイクルしています。
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